
担当課 事業名 予算額 内　　容

1 こども課
子育て世帯生活支援特別給
付金支給事業

100,206千円
新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低所得のひ
とり親世帯や令和４年度分の住民税均等割が非課税の子育て世帯などに対し、その実情を踏まえた生
活の支援（児童一人当たり5万円）を行う。

2 こども課
子育て支援従事者慰労給付
金事業

11,400千円
新型コロナウイルス感染症予防対策を図りつつ、日々細やかな配慮に努め、日常社会を維持していくた
めに保育・教育等を継続している子育て支援従事者又は団体に対し、慰労金を給付する。

3 学校教育課
修学旅行等キャンセル料支
援事業（第３弾）

4,282千円
学校が予定していた修学旅行等を中止・延期・内容変更したり、また児童がやむを得ず参加できなく
なったことにより発生したキャンセル料等について、本来保護者が負担することとなる経費に充当するこ
とにより、保護者の経済的な負担軽減を図る。

4 こども課
幼児教育の質の向上のため
の緊急環境整備事業

1,500千円 市内幼稚園へ新型コロナウイルス感染症拡大防止のための消耗品を購入する。

5 こども課
新型コロナウイルス感染症対
策補助事業

16,250千円
市内の延長保育事業、放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、病後
児保育事業及びファミリーサポートセンター事業を行う施設へ新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
めの消耗品や備品を購入する補助金を交付する。

6 こども課
保育環境改善等事業（新型
コロナウイルス感染症対策支
援）

9,200千円
市内の保育所、幼保連携型認定こども園、認可外保育施設、児童厚生施設に対し、新型コロナウイルス
感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくための消耗品や備品などを購入する補助
金を交付する。

7 こども課
保育園等給食材料費高騰対
策事業

9,517千円
園児等の給食の量や質を維持させつつも、給食費の増額による保護者への追加的な負担を生じさず、
経済的な負担を軽減するため、コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受ける私立保育園・
認定こども園・児童発達支援施設に対し、給食材料費の支援を行う。

8 こども課
園児送迎用車両燃料支援事
業

1,800千円
園児の送迎等にバスを利用している法人に対し、コロナ禍での原油価格高騰対策として燃料費の支援
を行う。

9 こども課
物価高騰対策事業者支援給
付金事業

1,300千円
原油価格の高騰や物価高により影響を受けている保育所、認定こども園の負担軽減を図り、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の中の事業活動の継続を支援するため、給付金（1施設当たり10万円）を支給す
る。
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10 学校給食センター
小・中学校給食材料費高騰
対策事業

18,943千円
コロナ禍での原油価格高騰等の影響による物価高において、小中学校の児童生徒の給食の量や質を
維持させつつも、給食費の増額による保護者への追加的な負担を生じさせないため、給食材料費の増
額を行う。

11 いきいき健康課
新型コロナウイルスワクチン
接種事業

688,393千円

新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重症者の発生をできる限り減らし、て新型コロナウ
イルス感染症のまん延の防止を図ります。
初回接種（1回目・2回目接種）：住民登録があり接種を希望する方（生後6か月以上）
追加接種（3回目から5回目接種） ：2回目接種から3か月以上経過した住民登録がある12歳以上で接種
を希望する方（5回目接種は、4回目接種から3か月以上経過した住民登録がある18歳以上）


